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要　　約

本研究の目的は，住民主体型活動の代表者が実践している活動継続につながる行動を明らかにすること
である．活動代表者等 14 人を対象に個別に半構造化面接を実施し，面接内容の逐語録を作成して記述デー
タとし，活動継続につながる行動に関する記述部分を抽出してカテゴリ化した．住民主体型活動の代表者
等は活動継続のために，【地縁組織への支援依頼】や参加者とスタッフにも協力を求めて【活動環境の整備】
をし，【参加と参加継続を促進する声かけ】や【活動内容の充実】，【活動スタッフの負担軽減】によって参
加者とスタッフを定着させ，【自治体への報告・連絡・相談】を行いながら活動していた．また，活動の代
表者等は参加者の【心身機能への配慮】をし，【活動参加への意欲向上】させる行動で，活動参加が続くよ
うにしていた．住民主体型活動の継続には，高齢者である参加者への心身機能への配慮や，活動参加への
意欲を高めることが重要であり，自治体や地縁組織は相談時に対応し研修会や出前講座などで継続的に支
援する必要があると示唆された．
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緒言

厚生労働省の発表によると，2019 年度の健康
寿命は男性 72.68 歳，女性 75.38 歳で，健康寿命
との差は男性 8.7 年，女性 12.07 年と 3 年前の調
査時よりわずかに短縮されている１）．健康日本
21（第 2 次）の目標として健康寿命の延伸が掲
げられ，自然に健康になれる環境となるよう居
場所づくりや社会参加を促し，介護予防やフレ
イル予防を図ってきた２）．そのような背景の中
で，住民主体型活動は介護予防や地域の見守り
体制づくりとなると期待され，自治体によって
活動ボランティアやリーダー養成，また住民主
体型活動の立ち上げ支援が行われてきた．2017
年 4 月には全国の自治体で介護予防・日常生活
支援総合事業（以下，総合事業）が実施され，
住民主体型活動は訪問型サービス B や通所型
サービス B として位置づけられることになった．
その事業の実施状況に関する報告書によると，
2019 年 11 月の調査時点での全国 1,719 市町村の
サービス B の位置づけは低く，訪問型サービス
B が 266 市町村で 15.5％，通所型サービス B が
243 市町村で 14.1％である３）．その低い理由とし
て，活動を担う人の不足や，サービス B に位置
付けられることで事務負担や参加者の個人情報
を確認する心理的な負担が指摘されている３）．

住民主体型活動には，自主グループや高齢者
サロンとよばれる活動がある．福島らは介護予
防リーダー養成講座を受講した高齢者が自主グ
ループを設立するには，活動意欲を高め自治体
のサポートや先駆者等の助言によってノウハウ
を向上させることが必要だと指摘している４）．
早坂らは自主グループのリーダーへの支援とし
て，後継者となるリーダー養成講座の充実や活
動の継続的な見守り，リーダーの健康に関する
セルフケア向上への支援が必要だと述べている
５）．自主グループ活動への参加については，我
孫子らは専門職からの勧めや取り組める活動内
容，馴染みのある人との交流が参加を促進させ
ると明らかにし６），後藤らは参加継続の要因と
して自身の健康ややりがい，心構え，主体的な
参加，仲間の存在，環境，公的な支援があると
指摘している７）．高齢者サロンについては，石
飛らが課題として高齢者の不参加やサポーター
の人材不足，企画内容の工夫の困難性，活動記録，
助成金の使途制限による困難感，会場の環境整

備不足などをあげている８）．中村はサロン活動
の持続には，参加者と運営体制，会場が重要だ
と明らかにしている９）．住民主体型活動の立ち
上げや継続のためには，活動する場所や参加者
の定着，参加者間の馴染みの関係，活動スタッ
フとその健康，充実した活動内容，また活動外
部者からの継続的な支援が大切であり，経済的
な援助を受けると活動記録や報告が義務づけら
れ負担となることがわかっている．しかし，住
民主体型活動の代表者が活動継続のためにどの
ようなことを実践しているのか明らかにした研
究は見当たらない．活動の代表者が活動継続の
ために実践していることが明らかとなれば，住
民主体型活動の活性化と活動継続に活かすこと
ができる．

そこで，本研究では住民主体型活動の代表者
が実践している活動継続につながる行動を明ら
かにすることを目的とした．

研究方法

1．調査協力者
住民主体型活動を行っている代表者または代

表者に近い役割を担っている高齢者で，調査協
力に同意の得られた者とした．A 県内の 5 市町
の自治体や地域包括支援センターに調査協力者
の紹介を依頼した．

2．データ収集方法
インタビューガイドを用いて個別に半構造化

面接を 2019 年 2 月～ 2019 年 12 月に行い，デー
タを収集した．まず，調査協力者の属性として
年齢や性別，代表者等経験年数，活動のきっか
けを聞きとった．その後，活動内容，活動回数，
B 型サービスへの位置づけ，活動開始後行って
きたことについてインタビューした．面接は，
調査協力者が活動する施設のプライバシーが確
保できる個室等で，1 人あたり 60 分程度とした．
なお，面接内容は調査協力者の同意を得て IC レ
コーダーに録音した．

3．分析方法
分析は，質的記述的分析である．面接内容の

逐語録を作成して記述データとし，記述データ
を内容が把握できるまで丁寧に繰り返し読んだ．
次に，活動継続につながる行動に関する記述部
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分を抜き出して，意味のある文脈に整理し簡潔
な文章にした．そして，簡潔な文章の中心的な
意味内容をコードとし，意味内容から類似した
コードをまとめ，表題をつけてサブカテゴリ，
さらにサブカテゴリの意味内容の類似したもの
をまとめ，表題をつけてカテゴリとした . なお，
分析に当たっては，分析プロセスの各段階にお
いて繰り返し検討を重ねた .

4．倫理的配慮
本研究は，長崎県立大学一般研究倫理委員会

の承認を得て実施した（2018 年度承認番号 353，
2019 年度承認番号 389）．調査協力者に，研究目
的と方法，調査協力は自由意志であり断っても
何ら不利益を被らないこと，匿名性の保持など
を口頭と文書で説明し，文書にて同意を得た．

研究結果

1．調査協力者と活動の概要（表 1）
調査協力者は，女性 10 人，男性 4 人の計 14

人で，代表者等経験年数は 5 年以下 8 人，6 年以
上 10 年以下 3 人，11 年以上 3 人であった．活動
回数は週 1 回もしくは月 4 回と 9 人が答え，介
護予防・生活支援サービス事業への位置づけあ
りと 10 人が回答した．活動のきっかけは，自治

体と地域包括支援センターからの依頼や自治体
が開催する教室への参加が多く，自治会や老人
会の役員，民生委員の役割を担っている者は 10
人であった．

2．活動の代表者等が実践している活動継続につ
ながる行動（表 2）

住民主体型活動の代表者等が実践している活
動継続につながる行動は，41 のコードから 14 サ
ブカテゴリ，さらに 8 カテゴリが抽出され，表 2
に示す．以下，カテゴリを【　　】，サブカテゴ
リを＜　　＞，コードを「　　」で表す．
1）【活動環境の整備】

活動の代表者等は，補助金の使用制限のため
「参加者から集めた費用で飲食する」ことや，活
動中にスタッフの説明を聞くよう「参加者へ協
力を求めて発言する」ことで，＜参加者に協力
を求める＞ことをしていた．また，＜活動施設
や備品を管理する＞ことや，送迎や参加者への
説明時に＜スタッフの言動を統一する＞ように
していた．
2）【参加と参加継続を促進させる声かけ】

活動の代表者等は，見学すると参加したくな
ることを期待して「活動を見に来ないかと誘う」
ことや，「腰痛があってもできる運動があると
言って参加を促す」こと，「災害時の安心につな
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がると言って参加を促す」ことによって，新た
な参加者を獲得できるように＜参加を働きかけ
る＞ことを行っていた．また，参加するように
なった後も＜参加継続を促す声かけをする＞よ
うにしており，「休む時は，その次の参加を促す」
ことや「活動開始前に参加者に声かけしてまわ
る」ことを行って活動に馴染めるようにしてい
た．90 歳代の参加者には「皆の目標だから参加
してほしいと伝える」ことで自尊心を高め，し
たくない活動内容がある人には「参加は促して
も活動の無理強いはしない」で参加拒否が起こ
らないよう行動していた．
3）【心身機能への配慮】

活動の対象は高齢者であり，参加継続による
加齢で心身機能の低下がみられることもある．
体操の数を減らし時間をかけて「参加者の身体
機能に合わせた運動を行う」ことや，「難聴の参

加者のため字幕入り DVD を使用する」こと，ま
た「難聴の参加者のため大きな声で話し，マイ
ク使用や筆談もする」ことで＜身体機能の低下
に配慮＞する行動をとっていた．活動場所とト
イレが同じ階にないため「階段移動のない施設
へ移る」こともしていた．そして，運動や踊り
などを覚えられない場合には＜手本や指示，繰
り返しで覚えてもらう＞ようにしていた．
4）【活動参加への意欲向上】

＜活動意欲を高める＞ため，「やりたいものを
確認しながら体操する」ことや「成功体験とな
るようにする」こと，「対抗心が起こる活動を取
り入れる」ことが行われ，「間違いを笑いに変え
て体操する」ことでやってみようという意欲を
引き出していた．また，「体力測定会でやる気
を起こし効果を感じさせる」ことや「文化祭を
催して活動時作成した作品を展示する」ことで，
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＜活動参加の成果を実感させる＞ようにし意欲
的に活動できるようにしていた．
5）【活動内容の充実】

＜自ら学んだことを活動に取り入れる＞こと
や＜他者に依頼して活動に取り入れる＞ことで，

【活動内容の充実】を図っていた．＜自ら学んだ
ことを活動に取り入れる＞ことには，教室に通っ
て習ったことを教えることや，指導資格が必要
なスクエアステップを活動に取り入れるため資
格取得することが含まれていた．研修会で教え
てもらったり，講演で学んだことを伝達講習し
たり，テレビや本，インターネット等から，新
たな活動メニューを取り入れてマンネリ化を予
防していた．また，＜他者に依頼して活動に取
り入れる＞ことには，高齢者の安全や安心につ
ながるような「自治体や警察署などに講話を依
頼する」だけでなく，長い人生で培われた「参
加者の得意なことを活動に取り入れて教えても
らう」ことで，参加者自身の自尊心を高めるこ
ともしていた．
6）【活動スタッフの負担軽減】

活動の代表者等は，活動スタッフが多い場合
には，スタッフをグループ分けして「活動を当
番制で進行する」ことをし，お茶が入れるのが
うまい人にはお茶をいれてもらうという「スタッ
フの得意なことを活かして活動する」ことで＜
活動スタッフの負担を軽減する＞ようにしてい
た．また，活動が介護予防・生活支援サービス
事業のサービス B へ位置づけされると報告書の
提出が必要となるため，事務を担当するスタッ
フがパソコン教室へ通い「パソコンで報告書を
作成する」ことも行われていた．
7）【地縁組織への支援依頼】

活動の代表者等は自治会や老人会で役割を
担っていることが多く，＜自治会や老人会へ活
動のための場所・費用・備品の支援を願い出る
＞ことをしていた．健康教室とすることで「自
治会の集会所を使用させてもらう」ことや，集
会所使用時の冷暖房費の補助，活動に必要な椅
子やテレビなどの備品の購入依頼が行われてい
た．また，自治体からの補助金は飲食への使用
制限があることから「老人会からお茶代を出し
てもらう」こともしていた．
8）【自治体への報告・連絡・相談】

活動の代表者等は，参加者の送迎や気になる
参加者について「自治体に相談や報告する」こ

とや，活動に来てほしい場合は「自治体に協力
を求める」ことをしていた．

考察

1．活動の代表者等が実践している活動継続につ
ながる行動

住民主体型活動の代表者等は，まずは自治会
や老人会などの【地縁組織への支援依頼】もし
ながら活動の場所や備品，活動費用などを得る
だけでなく，参加者に協力を求め活動スタッフ
の言動を統一するなどスムーズな活動運営を行
えるよう【活動環境の整備】や【自治体への報告・
連絡・相談】を行っていた．これは，中村が活
動継続のためには会場や運営体制が重要だとい
う指摘と一致し 9），石飛らが高齢者サロンの課
題として挙げている助成金の使途制限や会場の
整備不足を解決する行動であった 8）．今回の調
査協力者のうち 10 人が自治会や老人会の役員ま
たは民生委員であったことから，地縁組織の施
設の使用許可や経済的な支援を受けやすかった
と考えられる．

また，活動が継続するためには参加者や活動
スタッフの定着や活動内容の工夫が必要であり
8），【参加と参加継続を促進する声かけ】によっ
て参加者増や参加の継続を図り，活動内容がマ
ンネリ化しないよう【活動内容の充実】が行わ
れていた．活動スタッフに対しても，【活動スタッ
フの負担軽減】ができるように「活動を当番制
で進行する」ことや「スタッフの得意なことを
活かして活動する」ことが行われていた．また，
総合事業のサービス B への位置づけで補助金を
得ると活動や会計報告書などの提出が負担とな
るが３），「パソコンで報告書を作成する」ことで
作成の手間を軽減できるようにしていた．今後，
パソコン操作ができる高齢者が増えていくと，
報告書作成の負担は軽減していくと推測される．

活動の代表者等が実践していることには，参
加者の【心身機能への配慮】をする行動があり，
活動が生理的な老化がみられる高齢者を対象と
しているための工夫だと考えられた．また，参
加者の活動する意欲を高め，活動の成果を実感
できるような【活動参加への意欲向上】させる
行動を行っていた．そして，「皆の目標だから参
加してほしいと伝える」ことや，参加者やスタッ
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フの強みを活かした活動は，参加者やスタッフ
に自尊心や居場所をもたらし，やりがいとなり，
活動への積極的な参加継続につながると考えら
れた．これらの行動は，活動の代表者等が活動
実践の過程や，自治体のボランティアやリーダー
等の養成講座と運営支援の中で身につけたと推
測された．

2．活動の代表者等が高齢者の心身機能を踏まえ
て工夫している行動

活動の対象となる高齢者には生理的な老化が
生じる．呼吸機能や心機能の低下によって階段
昇降や重い荷物を持っての移動で動悸や息苦し
さを感じたり，神経系の衰えで俊敏な動きが困
難となったり，骨や関節の変形と筋肉量の減少
によって歩行能力の低下や関節痛が出現するよ
うになる．また，排尿回数が増えたり，感音性
の難聴や語音弁別能の低下で長文や早口での会
話の理解が困難となったりする 10）．そのような
参加者の心身機能を踏まえ，活動の代表者等が
工夫している行動があった．まずは，参加を働
きかける時に「腰痛があってもできる運動があ
ると言って参加を促す」ことである．腰痛は男
女ともに高齢者の自覚症状の第 1 位であり 11），
腰痛があってもできる運動があると伝えること
で参加につながることもあると考えられる．

また，【心身機能への配慮】に分類された行動
である．1 時間で実施する数を減らしてゆっく
りとしたリズムで体操することは，運動による
心肺への負担を軽減でき，動作が緩慢となるこ
とへの対応となる．また，難聴の参加者のため
大きな声で話し，マイク使用や筆談，字幕入り
DVD を活用という工夫は，聴力や語音弁別能の
低下を補う行動となっている．「階段移動のない
施設へ移る」ことも，心肺への負担を軽減し関
節痛の増強を防ぐことになり，排尿回数が多い
参加者にとってはトイレへ移動しやすく参加に
つながる環境となる．そして，高齢者は流動性
知能の低下により短時間に多くのことを覚える
ことが困難となるが 10），「手本を見せ，指示しな
がら運動する」ことや「繰り返し練習する」こ
とによって，新しい活動内容を覚えられるよう
にしていた．高齢者の生理的な老化への配慮に
よって，高齢者の活動への参加や活動継続につ
ながると考えられた．

3．活動の代表者への支援について
活動の代表者等が実践している活動継続につ

ながる行動には，活動する場や費用，備品のた
めの【地縁組織への支援依頼】や活動運営につ
いての【自治体への報告・連絡・相談】，そして「研
修会で新たな活動内容を教えてもらい取り入れ
る」，「講演で学んだことを伝達する」，「自治体
や警察署などに講話を依頼する」などの【活動
内容の充実】という活動部外者の協力を得るも
のがあった．これは早坂らが指摘する活動の代
表者へ行える支援であり５），住民主体型活動の
継続には，代表者等への研修会の開催や出前講
座の提供によって活動運営を継続して支えるこ
とが必要である．また，活動の中で生じる問題
や気になる参加者への対応についての相談，そ
して報告書の記載内容によっては，助言や活動
へ参加して一緒に対応策を検討することも必要
である．

本研究の限界と今後の課題

本研究では住民主体型活動の代表者等が実践
している活動継続につながる行動を明らかにし
た．しかし，対象とした活動代表者が 5 市町の
14 人と少ないことで地域による違いがある可能
性がある．また，活動の経過とともに活動継続
のための実践が変わる可能性がある．そのため，
さらに研究を続け検討していく必要がある．

結論

住民主体型活動の代表者が実践している活動
継続につながる行動を明らかにすることを目的
に，14 人の活動代表者等を対象に個別に半構造
化面接を実施した．

活動の代表者等は活動継続のために，【地縁組
織への支援依頼】やスタッフと参加者で【活動
環境の整備】をし，【参加と参加継続を促進する
声かけ】や【活動内容の充実】，【活動スタッフ
の負担軽減】によって参加者とスタッフを定着
させ，【自治体への報告・連絡・相談】を行いな
がら活動していた．また，活動の代表者等は参
加者の【心身機能への配慮】をし，【活動参加へ
の意欲向上】させる行動を行って，活動が継続
するようにしていた．

住民主体型活動の継続には，高齢者である参
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加者への心身機能への配慮や，活動参加への意
欲を高めることが重要であり，自治体や地縁組
織は相談時に対応し研修会や出前講座などで活
動への継続的な支援を行う必要があると示唆さ
れた．
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